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小・中学校の建設

42億2,003万9千円
（20.1％）

減税補てん債、一般土木事業、
福祉施設の建設事業等

市債現在高209億7,114万6千円
（ ）内は、市債総額に対する比率

6億4,212万円
（3.1％）

市民１人当たりの額
171,134円
人口122,542人
（令和2年4月1日現在）

57億3,602万4千円
（27.4％）

73億4,344万円
（35.0％）

文化センター等事業債 下水道の建設

19億961万1千円
（9.1％）

11億1,991万2千円
（5.3％）

348,327.79㎡ 167,308.03㎡

5億4,105万9千円

株　券

5,418万4千円 17億7,313万7千円

109億8,728万9千円
環境基金など

その他
（7.9％）

25億5,675万6千円
47億1,748万2千円

＝54.2％

国庫支出金
（36.3％）

154億9,850万1千円
217億7,409万6千円

＝71.2％

市　税
（35.8％）

123億4,085万6千円
214億7,997万7千円

＝57.5％

都支出金
（12.3％）

21億3,948万8千円
74億1,494万6千円

＝28.9％

地方消費税交付金
（4.4％）

13億8,811万5千円
26億2,900万円
＝52.8％

市債
（1.7％）
0円

10億4,550万円
＝0.0％

使用料及び手数料
（1.5％）

4億4,534万7千円
9億3,010万8千円
＝47.9％

地方特例交付金
（0.1％）

1億2,421万3千円
5,500万円
＝225.8％

民生費
（59.1%）

222億7,806万9千円
354億8,585万5千円

＝62.8%

歳出総額
304億1,739万円
600億4,610万9千円

＝50.7%

土木費
（7.7%）

12億1,066万6千円
46億4,037万9千円

＝26.1%

総務費
（9.6%）

18億715万5千円
57億7,300万5千円

＝31.3%

教育費
（8.5%）

15億9,249万円
50億7,535万3千円

＝31.4%

衛生費
（6.6%）

15億197万1千円
39億5,775万4千円

＝38.0%

公債費
（3.8%）

8億2,597万5千円
23億1,297万4千円

＝35.7%

消防費
（2.6%）

7億2,697万3千円
15億3,935万1千円

＝47.2%

その他
（2.1%）

4億7,409万1千円
12億6,143万8千円

＝37.6%

歳入予算額
（  ）内は、歳入予算総額に対する比率
 　  収入済額  　　　　　　＝収入率 　  予算現額

［図 A］一般会計執行状況〈歳入〉

［図B］一般会計執行状況〈歳出〉

歳出総額
（  ）内は、歳出予算総額に対する比率
　   支出済額　  　　　　　＝執行率 　  予算現額

歳入総額
344億9,327万6千円
600億4,610万9千円

＝57.4%

　市の財政は、皆さんから納めていただいた税金や国・都からの
補助金などで賄われています。これらがどの仕事に使われている
かを、令和２年度上半期（４月１日〜９月３０日）における予算の
執行状況を通してお知らせします。
 財政課財政係（☎０４２−３８７−９８０２）問

特別会計執行状況

支出済額収入済額予算現額区分 執行率（％）収入率（％）

３５.７３,５５６,８０６４０.０３,９８８,６４５９,９７０,７００国民健康保険

４０.０３,４２８,７１６４４.２３,７８８,９９１８,５６７,０６５介 護 保 険

３１.３８６２,５６０４２.８１,１７９,９０１２,７５７,７６９後期高齢者医療

（単位：千円）

小学校１〜３年生の保護者の所得制限を廃止８１,９３５００７５,６５４１５７,５８９義務教育就学児医療費助成事業に要する経費

ニーズ調査の結果をもとに新計画の方向性について検討し、のびゆくこどもプラン小金井を策定１,６５６３,２４０００４,８９６のびゆくこどもプラン小金井推進事業に要す
る経費

子ども食堂を運営する団体に対し、その経費の一部を助成０００２５２２５２子ども食堂推進事業に要する経費
児童が病中または病気の回復期にあって集団保育が困難な期間において、保育および看護ケアを行
う保育サービスを提供するために運営を委託６,０７０００１１,７２５１７,７９５その他の保育施設助成に要する経費

私立幼稚園等へ施設整備事業、特別支援教育事業、教職員福利厚生事業の補助を実施９２,９５６００５６,４７７１４９,４３３私立幼稚園補助金に要する経費
保育の質の維持・向上に関する共通の枠組み（ガイドライン）を検討するとともに、今後の保育施
策として取り組むべき方向性を示すため計画を策定１,４０２３,８９８００５,３００保育計画策定に要する経費

認可保育所の新規開設３園、認可保育所への移行２園および既存園等について定員を拡充９１７,９３４３８３,６７１０１,７５０,１３４３,０５１,７３９民間保育所等運営に要する経費
子どもの権利に関する条例制定１０周年を記念し、啓発カード等の作成ならびに記念講演会および児
童館フェスティバルを小金井　宮地楽器ホールで同時開催するとともに、職員研修を実施５,５９１７６０２５８５,９２５青少年健全育成に要する経費

あかね第４・第５学童保育所を新設７５１５,８９４４５,６００１０１,０７７１６２,６４６学童保育所維持管理に要する経費

５　基本構想実現のために（計画の推進）
若い世代を始めとする多様な市民参加のもと、令和３年度を初年度とする第５次基本構想・前期基
本計画を策定１２,３６９０００１２,３６９企画・調整に要する経費

新庁舎・（仮称）新福祉会館建設に向け幅広い市民の理解、市議会との相互理解の促進を図り、各種
計画等の理念を実現するための基本設計を策定１,２９８１１１,９７４００１１３,２７２新庁舎等建設に要する経費

新庁舎・（仮称）新福祉会館建設に合わせて情報システム基盤の再整備を実施するため、総務省の標
準ガイドラインの業務要件、機能要件および非機能要件に沿って定義付けを実施３１,３７１０００３１,３７１電算業務に要する経費

平成３１年４月から郵送・フロア案内業務、令和元年６月から受付・証明書発行業務の民間委託を開
始２９,２３７２０,５３１０２４,７２０７４,４８８住民基本台帳事務に要する経費

令令和和２２年度 上半期の財政状年度　上半期の財政状況況
　今年の９月３０日現在における予算額は、一般会
計と特別会計（下水道事業会計を除く）を合わせ
て総額８１３億４,１６４万３千円となっています。これ
は当初予算６４７億７９８万７千円（繰越事業費繰越財
源充当額３,７９６万５千円を含む）に、補正予算額１６６
億３,３６５万６千円を加えたものです。前年同期と
比べ１８.０％の増となりました。
 

　道路や学校、集会施設等の公共施設の建設や改
修、少年自然の家（清里山荘）・総合体育館の運営
や委託、社会福祉、消防、ごみ処理など、市が行
う事業の大部分を賄う一般会計は、６００億４,６１０万
９千円で前年同期と比較すると、３０.６％の増とな
っています。
　主な財源である市税の収入率は５７.５％で前年同
期と比較すると０.４ポイントの減となっています。
また、一般会計全体の収入率は、５７.４％で前年同
期と比較すると１３.２ポイントの増となっていま
す。　上半期の執行状況の内訳は、図Ａおよび図
Ｂのとおりです。
 

　各特別会計は、前年同期と比べ後期高齢者医療
は２.１％の増、介護保険は±０％、国民健康保険は
１.６％の減となっています。下水道事業は令和２年
度から地方公営企業法の財務規定等の適用により
下水道事業会計として公営企業会計に移行したた
め皆減。執行状況は左下表のとおりです。
 

　福祉施設の建設、都市計画道路整備などのまち
づくり、小・中学校の改修、下水道事業には、多
額の資金を必要としますが、この資金の一部を国
や都・銀行などから長期にわたって借り受け、事
業に充てています。このような市の長期借入金の
ことを、市債といいます。
　市債の目的別内訳は図Ｃのとおりです。現在の
市債の総額は、２０９億７,１１４万６千円で前年同期と
比べ、４.４％の増となりました。
 

　市が保有し管理している財産には、市役所の庁
舎をはじめ、学校や集会施設などの建物や土地、
その他の物品、基金などがあります。（図Ｄ）　
　市有財産の総額は、９２９億３,２５２万8千円で、前年
同期と比較すると０.７％の増となっています。

一 般 会 計

特 別 会 計

市　 債

市 有 財 産

予算の執行状況


